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日 監 第 ４ ９ 号 

令和 3 年 (2021 年 )8 月 19 日 

 

 日 野 市 長 

  大 坪 冬 彦  様 

 

日野市監査委員  石 田  等 

 

日野市監査委員  古 賀 壮 志 

 

 

令和２年度日野市公営企業会計決算 

審査意見について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定に基づき、

審査に付された令和２年度日野市立病院事業会計及び令和２年度日野市下水道

事業会計決算について審査した結果、次のとおり意見を付します。 

 

○写  
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令和２年度日野市立病院事業会計決算 

審   査   意   見   書 
 

 

 

第１ 審査の概要 
 

 １ 審査の種類 

   地方公営企業法第３０条第２項の規定による審査 

 

 

２ 審査の対象 

   令和２年度日野市立病院事業会計決算 

 

 

 ３ 審査の期間 

   令和３年６月４日から令和３年８月３日まで 

 

 

 ４ 審査の着眼点及び実施内容 

   この審査にあたっては、市長から審査に付された決算関係書類が、公営企業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、諸会

計帳票及び証書類との照合等、通常実施すべき手続きにより審査した。 

   なお、事業が経済性及び公共性の特質を生かしているかどうかを主眼として

考察した。 

本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 
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第２ 審査の結果 
 

１ 決算諸表について 

  審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、

病院事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

 

２ 経営状況について 

 ⑴ 収益的収入及び支出について 

  ア 病院事業収益は、表１に示すとおりである。 

   ◎病院事業収益は、９２億７,９１６万９千円で前年度８５億８,０３７万７

千円と比べ、６億９,８７９万２千円（８.１％）の増加となっている。 

   ○医業収益は、６０億８５５万５千円で前年度６９億５,０３２万３千円 

と比べ、９億４,１７６万８千円（１３.５％）の減少となっている。 

   ・内訳は、入院収益が３８億５,７７３万３千円で前年度４６億１,１３９万

６千円と比べ、７億５,３６６万３千円（１６.３％）の減少、外来収益が

１９億６,７７２万５千円で前年度２１億３,３８３万１千円と比べ、１億

６,６１０万６千円（７.８％）の減少、その他医業収益が１億８,３０９万

８千円で前年度２億５０９万５千円と比べ、２,１９９万８千円（１０.

７％）の減少となっている。 

   ○医業外収益は、３２億６,４３６万１千円で前年度１５億８,９５０万７千

円と比べ、１６億７,４８５万４千円（１０５.４％）の増加となっている。 

   ・主なものは、国庫補助金が３,０６６万２千円で前年度３４０万４千円と比

べ２,７２５万８千円（８００.８％）の増加、都補助金が２０億３,３１

３万３千円で前年度３億９,４０２万７千円と比べ、１６億３,９１０万６

千円（４１６.０％）の増加、負担金交付金が８億７,９３９万６千円で前

年度９億円と比べ、２,０６０万４千円（２.３％）の減少、他会計補助金

が３,０００万円で前年度５,０００万円と比べ、２,０００万円（４０.

０％）の減少である。その他医業外収益は、１億８,２７８万１千円で前

年度１億４,００１万１千円と比べ、４,２７７万円（３０.５％）の増加、

長期前受金戻入は、１億８３７万２千円で前年度１億２０２万７千円と比

べ、６３４万５千円（６.２％）の増加となっている。 

   ○特別利益は、６２５万３千円で前年度４,０５４万７千円と比べ、３,４２

９万４千円（８４.６％）の減少となっている。 
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表１ 

病 院 事 業 収 益 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

9,279,168,914 100.0 8,580,376,969 100.0 698,791,945 8.1

6,008,554,880 64.8 6,950,322,505 81.0 △ 941,767,625 △ 13.5

入 院 収 益 3,857,732,718 41.6 4,611,396,170 53.7 △ 753,663,452 △ 16.3

外 来 収 益 1,967,724,513 21.2 2,133,830,966 24.9 △ 166,106,453 △ 7.8

そ の 他
医 業 収 益

183,097,649 2.0 205,095,369 2.4 △ 21,997,720 △ 10.7

3,264,361,218 35.2 1,589,507,258 18.5 1,674,853,960 105.4

受 取 利 息
及 び 配 当 金

16,766 0.0 38,116 0.0 △ 21,350 △ 56.0

国 庫 補 助 金 30,662,000 0.3 3,404,000 0.0 27,258,000 800.8

都 補 助 金 2,033,133,020 21.9 394,027,000 4.6 1,639,106,020 416.0

負担金交付金 879,396,000 9.5 900,000,000 10.5 △ 20,604,000 △ 2.3

他会計補助金 30,000,000 0.3 50,000,000 0.6 △ 20,000,000 △ 40.0

そ の 他
医 業 外 収 益

182,781,149 2.0 140,010,912 1.6 42,770,237 30.5

長期前受金戻入 108,372,283 1.2 102,027,230 1.2 6,345,053 6.2

6,252,816 0.1 40,547,206 0.5 △ 34,294,390 △ 84.6

過 年 度
損 益 修 正 益

6,252,816 0.1 547,206 0.0 5,705,610 1042.7

そ の 他
特 別 利 益

0 0.0 40,000,000 0.5 △ 40,000,000 皆減

増 減 額
(A)－(B)

比率

対 前 年 度
             区  分

  科  目

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

病 院 事 業 収 益

令和２年度 令和元年度

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

構成比 構成比

 



－4－ 

イ 病院事業費用は、表２に示すとおりである。 

   ◎病院事業費用は、８７億２,５４４万６千円で前年度８３億８,２６３万６

千円と比べ、３億４,２８１万円（４.１％）の増加となっている。 

   ○医業費用は、８１億９,１８３万５千円で前年度８２億７０２万３千円と比

べ、１,５１８万９千円（０.２％）の減少となっている。 

   ・主なものは、給与費が４５億４,１６６万４千円で前年度４５億５,１３０

万２千円と比べ、９６３万８千円（０.２％）の減少、材料費が１５億８,

１８５万３千円で前年度１６億７,５９４万円と比べ、９,４０８万７千円

（５.６％）の減少、経費が１５億１,７８２万８千円で前年度１５億３,

５５４万６千円と比べ、１,７７１万７千円（１.２％）の減少、減価償却

費が５億３,３３４万２千円で前年度４億１,７４９万円と比べ、１億１,

５８５万２千円（２７.７％）の増加、資産減耗費が６５８万７千円で前

年度４４０万２千円と比べ、２１８万５千円（４９.６％）の増加、研究

研修費が１,０５６万円で前年度２,２３４万３千円と比べ、１,１７８万

２千円（５２.７％）の減少となっている。 

   ○医業外費用は、１億３,００２万４千円で前年度１億３,４５３万６千円と

比べ、４５１万２千円（３.４％）の減少となっている。 

   ・主なものは、支払利息が１億５６２万１千円で前年度１億１,４３３万９千

円と比べ、８７１万８千円（７.６％）の減少、消費税及び地方消費税が

２,４４０万２千円で前年度２,０１９万７千円と比べ、４２０万６千円

（２０.８％）の増加となっている。 

   ○特別損失は、４億３５８万７千円で前年度４,１０７万６千円と比べ、３億

６,２５１万１千円（８８２.５％）の増加となっている。 

   ・内訳は、過年度損益修正損が４億１９７万９千円で前年度３２万６千円と

比べ、４億１６５万３千円（１２３,１９３.５％）の増加、その他特別損

失が１６０万９千円で前年度４,０７５万円と比べ３,９１４万１千円（９

６.１％）の減少となっている。 
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表２ 

病 院 事 業 費 用 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

8,725,445,775 100.0 8,382,635,560 100.0 342,810,215 4.1

8,191,834,895 93.9 8,207,023,443 97.9 △ 15,188,548 △ 0.2

給 与 費 4,541,664,029 52.1 4,551,302,292 54.3 △ 9,638,263 △ 0.2

材 料 費 1,581,853,099 18.1 1,675,940,426 20.0 △ 94,087,327 △ 5.6

経 費 1,517,828,273 17.4 1,535,545,669 18.3 △ 17,717,396 △ 1.2

減価償却費 533,342,408 6.1 417,490,336 5.0 115,852,072 27.7

資産減耗費 6,586,765 0.1 4,402,084 0.1 2,184,681 49.6

研究研修費 10,560,321 0.1 22,342,636 0.3 △ 11,782,315 △ 52.7

130,023,773 1.5 134,536,083 1.6 △ 4,512,310 △ 3.4

支 払 利 息 105,621,373 1.2 114,339,183 1.4 △ 8,717,810 △ 7.6

消費税及び
地方消費税

24,402,400 0.3 20,196,900 0.2 4,205,500 20.8

403,587,107 4.6 41,076,034 0.5 362,511,073 882.5

過 年 度
損益修正損

401,978,579 4.6 326,034 0.0 401,652,545 123,193.5

そ の 他
特 別 損 失

1,608,528 0.0 40,750,000 0.5 △ 39,141,472 △ 96.1

令和２年度 令和元年度

比率

対 前 年 度

増 減 額
(A)－(B)

構成比

病 院 事 業 費 用

特 別 損 失

医 業 費 用

医 業 外 費 用

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

             区  分

  科  目 構成比
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  ウ 診療報酬の請求と審査減の状況は、表３に示すとおりである。 

    病院事業収益の中心は診療報酬であり、診療機関が保険者（社会保険診療

報酬支払基金等）に請求し、審査委員会の審査を経て収入されるものである

が、審査委員会の査定により減点されることがある。なお、審査減について

は、見直し後再請求している。 

 

表３ 

年度別診療報酬請求と審査減の状況 

入 院 

  

 

 

 

 

外 来 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 経営成績について 

  ア 比較損益計算書（税抜き）は、表４に示すとおりである。 

   ・医業損失は、１９億２,１３２万３千円で前年度１０億１,５５３万９千円

と比べ、９億５７８万４千円（８９.２％）の増加となっている。 

   ・経常利益は、９億５,１０２万１千円で前年度１億９,８２５万６千円と比

べ、７億５,２７６万５千円（３７９.７％）の増加となっている。 

・当年度純利益は、５億５,３７２万３千円で前年度１億９,７７４万１千円

と比べ、３億５,５９８万２千円（１８０.０％）の増加となっている。 

 

区        分 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

件　数 7,190 9,382 9,752

点　数 391,227,911 459,114,379 459,332,383

件　数 669 724 759

点　数 754,691 952,584 1,094,873

請 求 に 対 す る 件　数 9.3 7.7 7.8

審査減の割合（％） 点　数 0.19 0.21 0.24

請        求

審   査   減

区        分 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

件　数 126,963 144,146 152,044

点　数 198,961,627 212,126,410 233,610,868

件　数 2,578 3,081 3,396

点　数 460,152 556,018 584,257

請 求 に 対 す る 件　数 2.0 2.1 2.2

審査減の割合（％） 点　数 0.23 0.26 0.25

請        求

審   査   減
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表４ 

比 較 損 益 計 算 書 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度

対前年度

増 減 額 比率 比率

5,990,719,672 △ 938,337,255 △ 13.5 6,929,056,927 △ 2.0 7,073,234,899

入 院 収 益 3,857,639,005 △ 753,506,680 △ 16.3 4,611,145,685 1.8 4,531,688,428

外 来 収 益 1,965,746,222 △ 163,461,733 △ 7.7 2,129,207,955 △ 8.6 2,329,120,296

その他 医業 収益 167,334,445 △ 21,368,842 △ 11.3 188,703,287 △ 11.2 212,426,175

7,912,042,341 △ 32,553,256 △ 0.4 7,944,595,597 △ 2.1 8,113,059,940

給 与 費 4,538,957,444 △ 10,136,944 △ 0.2 4,549,094,388 2.1 4,456,741,953

材 料 費 1,437,474,671 △ 99,241,043 △ 6.5 1,536,715,714 △ 8.6 1,682,195,662

経 費 1,385,971,571 △ 30,247,505 △ 2.1 1,416,219,076 1.4 1,396,547,602

減 価 償 却 費 533,342,408 115,852,072 27.7 417,490,336 △ 24.1 550,187,587

資 産 減 耗 費 6,586,765 2,184,681 49.6 4,402,084 △ 21.7 5,621,101

研 究 研 修 費 9,709,482 △ 10,964,517 △ 53.0 20,673,999 △ 5.0 21,766,035

△ 1,921,322,669 △ 905,783,999 89.2 △ 1,015,538,670 △ 2.3 △ 1,039,825,041

3,251,213,586 1,670,358,684 105.7 1,580,854,902 1.0 1,565,926,516

受取利息及び配当金 16,766 △ 21,350 △ 56.0 38,116 0.5 37,931

国 庫 補 助 金 30,662,000 27,258,000 800.8 3,404,000 △ 5.2 3,591,235

都 補 助 金 2,033,133,020 1,639,106,020 416.0 394,027,000 3.8 379,557,000

負 担 金 交 付金 879,396,000 △ 20,604,000 △ 2.3 900,000,000 0.0 900,000,000

他 会 計 補 助金 30,000,000 △ 20,000,000 △ 40.0 50,000,000 0.0 50,000,000

その他医業外収益 169,633,517 38,274,961 29.1 131,358,556 1.3 129,624,344

長期前受金戻入 108,372,283 6,345,053 6.2 102,027,230 △ 1.1 103,116,006

378,869,667 11,809,619 3.2 367,060,048 2.6 357,691,636

支 払 利 息 105,621,373 △ 8,717,810 △ 7.6 114,339,183 △ 7.0 122,913,739

消 費 税 24,402,400 4,205,500 20.8 20,196,900 15.4 17,499,400

雑 損 失 248,845,894 16,321,929 7.0 232,523,965 7.0 217,278,497

2,872,343,919 1,658,549,065 136.6 1,213,794,854 0.5 1,208,234,880

951,021,250 752,765,066 379.7 198,256,184 17.7 168,409,839

6,252,816 △ 34,294,390 △ 84.6 40,547,206 2,755.5 1,419,950

6,252,816 5,705,610 1,042.7 547,206 △ 61.5 1,419,950

0 △ 40,000,000 皆減 40,000,000 皆増 0

403,550,927 362,488,946 882.8 41,061,981 53.3 26,781,267

401,942,399 401,630,418 128,735.5 311,981 △ 98.6 22,661,957

1,608,528 △ 39,141,472 △ 96.1 40,750,000 889.2 4,119,310

△ 397,298,111 △ 396,783,336 77,079.0 △ 514,775 △ 98.0 △ 25,361,317

553,723,139 355,981,730 180.0 197,741,409 38.2 143,048,522

△ 8,422,625,540 197,741,409 △ 2.3 △ 8,620,366,949 0.4 △ 8,583,495,485

0 0 0.0 0 0.0 0

7,868,902,401 △ 553,723,139 △ 6.6 8,422,625,540 △ 0.2 8,440,446,963

令和元年度

そ の 他 特 別 損 失

医 業 外 損 益 (F)=(D)-(E)

経 常損 益 (G)=(C)+(F)

金　　　額
対 前 年 度

金　　　額
科　　目

令和２年度

その他未処分利益剰余金変動額

過年度損益修正益

過年度損益修正損

特 別 利 益 (H)

当年度未処理欠損金

前年度繰越利益剰余金

特 別損 益 (J)=(H)-(I)

当 年 度 純 損 益

(K)=(G)+(J)

特 別 損 失 (I)

金　　　額

医 業 外 費 用 (E)

そ の 他 特 別 利 益

医 業 費 用 (B)

医 業 外 収 益 (D)

医 業 収 益 (A)

医業損益(C)=(A)-(B)
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イ 病院利用状況は、表５に示すとおりである。 

 

表５ 

病院利用状況等年度比較表 

 

対前年度

増減率（％）

床 床 床

300 300 300

％ ％ ％

61.9 79.4 81.6

人 人 人

67,726 87,151 89,307

人 人 人

185.6 238.1 244.7

人 人 人

170,657 192,908 202,209

人 人 人

702.3 803.8 828.7

人 人 人

238,383 280,059 291,516

人 人 人

887.9 1,041.9 1,073.4

％ ％ ％

252.0 221.3 226.4

人 人 人

3.9 4.5 4.9

人 人 人

9.9 9.9 11.1

人 人 人

0.9 1.0 1.1

人 人 人

2.2 2.3 2.5

％ ％ ％

13.7 13.2 15.0

％ ％ ％

11.8 10.1 9.8

％ ％ ％

0.8 0.8 0.8

％ ％ ％

26.3 24.1 25.6

％ ％ ％

75.6 65.5 62.9

（A)／年延病床数×100

（C)／（A)×100

給与費／医業収益×100

（A)／年延医師数

（C)／年延医師数

（A)／年延看護部門職員数

（C)／外来診療日数（D)

合 計 2.2

（C)／年延看護部門職員数

薬品費／医業収益×100

診療材料費／医業収益 ×100

その他医療材料費 ／医業収益×100

医療材料費／医業収益×100

年 間 △ 14.9

一 日 平 均 △ 12.6

職
員
一
人
当
た
り
患
者
数

医
　
　
師

入 院 △ 13.3

外 来

対
医
業
収
益
比

材
　
料
　
費

薬 品 費 0.5

診療材料費 1.7

0.0
その他医療
材 料 費

給 与 費 10.1

0.0

看
護
部
門
職
員

入 院 △ 10.0

△ 4.3外 来

外 来 ・ 入 院 患 者

年延入院患者数（A)

一 日 平 均 △ 22.0

外
　
　
来

年 間 △ 11.5 年延外来患者数（C)

30.6

（A)／入院診療日数（B)

病 床 利 用 率 △ 17.5

患
　
　
　
　
　
　
　
　
者
　
　
　
　
　
　
　
　
数

入
　
　
院

年 間 △ 22.3

合
　
　
計

比 率

一 日 平 均 △ 14.8

備　　　考

病 床 数 0.0

区　　　分 令和２年度 令和元年度 平成３０年度
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ウ 診療科別利用状況は、入院(表６)、外来(表７)に示すとおりである。 

 
表６ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

入  院                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

 

 

内 科 20,892 30.8 95,082,911.4 24.6 26,317 30.2 111,008,967.7 24.1 △ 20.6

循 環 器 内 科 5,405 8.0 31,635,569.2 8.2 7,285 8.4 40,274,266.1 8.7 △ 25.8

小 児 科 2,447 3.6 13,603,263.7 3.5 4,208 4.8 20,934,558.5 4.5 △ 41.8

外 科 11,430 16.9 75,001,147.7 19.4 14,095 16.2 86,039,085.4 18.7 △ 18.9

整 形 外 科 15,225 22.5 93,371,072.2 24.2 16,385 18.8 93,474,206.9 20.3 △ 7.1

脳 神 経 外 科 2,548 3.8 13,552,379.1 3.5 3,268 3.7 18,664,206.6 4.0 △ 22.0

皮 膚 科 494 0.7 1,980,858.8 0.5 632 0.7 2,382,851.1 0.5 △ 21.8

泌 尿 器 科 2,616 3.9 13,721,221.0 3.6 3,358 3.9 16,828,305.7 3.6 △ 22.1

産 婦 人 科 3,307 4.9 23,771,330.5 6.2 4,127 4.7 28,649,903.0 6.2 △ 19.9

眼 科 509 0.8 4,907,351.3 1.3 1,049 1.2 9,800,864.4 2.1 △ 51.5

耳 鼻 咽 喉 科 487 0.7 3,404,227.0 0.9 1,139 1.3 7,308,288.6 1.6 △ 57.2

歯 科 口 腔 外 科 2,058 3.0 14,212,842.5 3.7 3,069 3.5 17,343,738.3 3.8 △ 32.9

麻 酔 科 12 0.0 69,155.2 0.0 25 0.0 141,333.7 0.0 △ 52.0

救 急 科 296 0.4 1,459,942.2 0.4 2,194 2.5 8,289,041.0 1.8 △ 86.5

合　　　　計 67,726 100.0 385,773,271.8 100.0 87,151 100.0 461,139,617.0 100.0 △ 22.3

令和２年度 令和元年度
　　　　　区 分

 科  別

対前年度
延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数 構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比
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表７ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

外  来                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

内 科
（ 透 析 含 む ）

46,838 27.4 78,494,287.9 39.9 49,721 25.8 82,350,630.0 38.6 △ 5.8

循 環 器 内 科 9,628 5.6 11,496,960.6 5.8 10,849 5.6 13,174,820.3 6.2 △ 11.3

小 児 科 8,909 5.2 10,171,902.6 5.2 11,982 6.2 11,281,366.1 5.3 △ 25.6

外 科 11,752 6.9 20,282,358.4 10.3 13,650 7.1 23,309,195.9 10.9 △ 13.9

整 形 外 科 24,791 14.5 18,283,147.4 9.3 27,203 14.1 16,662,591.7 7.8 △ 8.9

脳 神 経 外 科 2,848 1.7 3,172,955.5 1.6 3,489 1.8 4,082,390.6 1.9 △ 18.4

皮 膚 科 9,829 5.8 4,294,362.4 2.2 11,212 5.8 4,842,807.9 2.3 △ 12.3

泌 尿 器 科 13,525 7.9 17,245,832.9 8.8 15,095 7.8 18,736,482.7 8.8 △ 10.4

産 婦 人 科 6,104 3.6 7,017,138.4 3.6 6,920 3.6 7,821,917.0 3.7 △ 11.8

眼 科 7,180 4.2 6,249,388.8 3.2 7,369 3.8 5,663,764.9 2.7 △ 2.6

耳 鼻 咽 喉 科 8,645 5.1 4,933,463.3 2.5 10,848 5.6 6,736,861.5 3.2 △ 20.3

精 神 科 2,700 1.6 1,374,450.5 0.7 2,858 1.5 1,605,422.8 0.8 △ 5.5

歯 科 口 腔 外 科 7,920 4.6 6,559,458.3 3.3 9,849 5.1 8,122,234.6 3.8 △ 19.6

リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 科

5,003 2.9 2,513,597.2 1.3 5,164 2.7 2,548,077.6 1.2 △ 3.1

放 射 線 科 162 0.1 427,929.1 0.2 256 0.1 705,613.5 0.3 △ 36.7

麻 酔 科 3,482 2.0 1,424,167.6 0.7 4,278 2.2 1,853,835.8 0.9 △ 18.6

救 急 科 1,341 0.8 2,831,050.4 1.4 2,165 1.1 3,885,083.7 1.8 △ 38.1

合　　　　計 170,657 100.0 196,772,451.3 100.0 192,908 100.0 213,383,096.6 100.0 △ 11.5

構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比

令和２年度 令和元年度
　　　　　区 分

 科  別

対前年度

延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数
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  エ 職員配置状況は、表８に示すとおりである。 

 

表８ 

職 員 配 置 状 況 年 度 末 比 較 表 
（単位：人） 

医 師 61 53 50 8

看 護 職 員 231 232 225 △ 1

医 療 技 術 職 員 59 61 55 △ 2

事 務 職 員 29 31 26 △ 2

そ の 他 の 職 員 0 0 0 0

合　　計 380 377 356 3

令和２年度 令和元年度 平成３０年度
         年  度
  区  分 対前年度増減

 

 

・当年度末職員総数は、３８０人で前年度末３７７人と比べ、３人（０.８％）

の増加となっている。 

・当年度末医師数は、６１人で前年度末５３人と比べ、８人（１５.１％）の

増加となっている。 

・当年度末看護職員数は、２３１人で前年度末２３２人と比べ、１人 

（０.４％）の減少となっている。 

・当年度末医療技術職員数は、５９人で前年度末６１人と比べ、２人（３.

３％）の減少となっている。 

・当年度末事務職員は、２９人で前年度末３１人と比べ、２人（６.５％）の

減少となっている。 

 

   □注  看 護 職 員 ： 助産師、看護師、准看護師 

     医療技術職員 ： 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、

作業療法士、臨床工学技士、言語聴覚士、栄養士、 

視能訓練士 

     その他の職員 ： 用務員 
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 ⑶ 薬品及び貯蔵品について 

  ア 薬品使用効率は、表９に示すとおりである。 

   ・薬品使用効率は、７１.３％で前年度と同一である。 

   ・投薬薬品使用効率は、３２.５％で前年度３３.９％と比べ、１.４ポイント

の減少となっている。 

   ・注射薬品使用効率は、７６.５％で前年度７７.４％と比べ、０.９ポイント

の減少となっている。 

 

表９ 

薬 品 使 用 効 率 年 度 比 較 表 
（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 薬品の管理について 

     薬品の管理は、入庫から出庫まで薬品管理システムで記録し事務の迅速

化が図られ、毒薬、劇薬等は薬事法に基づき普通薬品と明確に区別して保

管されており、良好な管理下にあるものと認められた。 

  ウ 貯蔵品額等の年度比較は次のとおりである。 

   ・貯蔵品額は、薬品４,８１７万５千円で前年度４,３６４万８千円と比べ、

４５２万７千円（１０.４％）の増加となっている。 

   ・資産減耗費のうち棚卸資産減耗費は、２１３万１千円で前年度２２６万２

千円と比べ、１３万１千円（５.８％）の減少となっている。 

71.3 71.3 72.2
投薬注射薬品収入／
投薬注射薬品費×100

投薬 薬品 使用 効率 32.5 33.9 38.0
投薬薬品収入／
投薬薬品費×100

注射 薬品 使用 効率 76.5 77.4 77.3
注射薬品収入／
注射薬品費×100

薬 品 使 用 効 率

令和２年度 令和元年度 備　　考平成３０年度
              年　度
 区　分
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３ 資本的収入及び支出について 

 ⑴ 資本的収支状況について 

  ア 資本的収支状況は、表10に示すとおりである。 

   ・資本的収入は、７億９,６２１万１千円で前年度３億６２９万６千円と比べ

４億８,９９１万４千円（１５９.９％）の増加となっている。 

   ・資本的支出は、１２億１,６０６万７千円で前年度８億４,８８０万９千円

と比べ、３億６,７２５万９千円（４３.３％）の増加となっている。 

  イ 資本的収入を項別にみると、次のとおりである。 

・都補助金は、３億９６０万８千円で前年度１億７８７万７千円と比べ、 

２億１７３万１千円（１８７.０％）の増加となっている。 

・出資金は、３億５００万円で前年度５,０００万円と比べ、２億５,５００

万円（５１０.０％）の増加となっている。 

・寄附金は、１４８万２千円で前年度１９万円と比べ１２９万２千円（６８

０.２％）の増加となっている。 

・企業債は、１億３,９００万円で前年度１億４,７００万円と比べ、８０

０万円（５.４％）の減少となっている。 

・助産師、看護師貸付金返還金は、１１万円で前年度１２２万５千円と比べ、

１１１万５千円（９１.０％）の減少となっている。 

・国庫補助金は、４,１００万９千円で前年度と比べ、皆増となっている。 

ウ 資本的支出を項別にみると、次のとおりである。 

・ 建設改良費は、６億５,０７８万１千円で前年度３億２５１万５千円と比

べ、３億４,８２６万６千円（１１５.１％）の増加となっている。 

・助産師、看護師貸付金は、５３万３千円で前年度７５万円と比べ、２１万

７千円（２８.９％）の減少となっている。 

・企業債償還金は、５億１,７５３万円で前年度４億９,９７４万５千円と比

べ、１,７７８万５千円（３.６％）の増加となっている。 

・基金積立金は、１４８万４千円で前年度１９万５千円と比べ、１２８万８

千円（６５９.５％）の増加となっている。 

・他会計からの長期借入金償還金は、４,５７４万円で前年度４,５６０万３

千円と比べ、１３万７千円（０.３％）の増加となっている。 
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表10 

資 本 的 収 支 状 況 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

決 算 額
(A)

構成比
決 算 額

(B)
構成比

増 減 額
(A)－(B)

比率

796,210,815 100.0 306,296,378 100.0 489,914,437 159.9

都 補 助 金 309,607,980 38.9 107,876,500 35.2 201,731,480 187.0

出 資 金 305,000,000 38.3 50,000,000 16.3 255,000,000 510.0

寄 附 金 1,482,429 0.2 190,000 0.1 1,292,429 680.2

基 金 積 立 金
利 息

1,406 0.0 5,366 0.0 △ 3,960 △ 73.8

企 業 債 139,000,000 17.5 147,000,000 48.0 △ 8,000,000 △ 5.4

助産師、看護師
貸 付 金 返 還 金

110,000 0.0 1,224,512 1.1 △ 1,114,512 △ 91.0

国 庫 補 助 金 41,009,000 5.2 0 0.0 41,009,000 皆増

1,216,067,347 100.0 848,808,556 100.0 367,258,791 43.3

建 設 改 良 費 650,780,806 53.5 302,515,296 35.6 348,265,510 115.1

助産師、看護師
貸 付 金

533,000 0.0 750,000 0.1 △ 217,000 △ 28.9

企 業 債 償 還 金 517,530,039 42.6 499,745,035 58.9 17,785,004 3.6

基 金 積 立 金 1,483,835 0.1 195,366 0.0 1,288,469 659.5

他会計からの長期
借 入 金 償 還 金

45,739,667 3.8 45,602,859 5.4 136,808 0.3

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対 前 年 度            区  分

  科  目

令和元年度令和２年度

   

エ 企業債償還状況は、表11に示すとおりである。 

表11 

企 業 債 償 還 状 況 
（単位：円） 

令和２年度末

当年度償還額 償還額累計 現　在　高

11,041,000,000 517,530,039 5,700,432,710 5,340,567,290

発行総額　
償　還　額

 

 ⑵ 建設改良工事について 

当年度建設改良工事はなかった。 

 ⑶ 有形固定資産の購入状況について 

有形固定資産購入状況は、表12に示すとおりである。 

医療器械等購入費は、３億２,４０１万５千円で前年度１億２６７万４千円と

比べ、２億２,１３４万円（２１５.６％）の増加となっている。 



－15－ 

表12 

有形固定資産購入状況表（１機100万円以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 財政状況について 

 

 病院事業の財政状況は、表13に示すとおりである。 

 

⑴  資産総額は、８９億１,１７０万９千円で前年度７８億１,６２６万円と比べ、

品　　名 数量  購入額（円） 設置場所 納入年月日

電動ドリル 1
日本メドトロニック

（株）
MR8 2,854,500

手術室

（脳神経外科）
R2.5.15

全自動遺伝子解析装置 1
ビオメリュー・ジャパ

ン（株）

Ｆｉ ｌｍ　Ａｒｒａｙ　Ｔｏｒｃｈ

システム
4,565,000 臨床検査科 R2.6.12

ＱＵＥＶＤＩＣＯＭコンバータ 1 オリンパス（株） ＭＡＪ-2293 1,716,000 内視鏡室 R2.12.23

手術台 1
ゲティンゲグループ
ジャパン（株）

ＡＬＰＨＡＭＡＸＸ 11,660,000 手術室 R2.12.13

無影灯 4
ゲティンゲグループ
ジャパン（株）

Ｖｏｌ ｉｓｔａ　access 11,880,000 手術室 R2.12.13

全自動遺伝子解析装置モ
ジュールボックス

4
ビオメリュー・ジャパ
ン（株）

Ｆｉ ｌｍ　Ａｒｒａｙ　Ｔｏｒｃｈ 9,911,000 臨床検査科 R2.11.13

リアルタイム濁度測定装置 1 栄研化学（株） Ｌｏｏｐａｍｐ　ＥＸＩＡ 2,310,000 臨床検査科 R2.11.24

高・低体温維持装置 1
シンシナティサブゼロ
（ＩＭＩ（株））

135 01 020
135 21 150

1,670,900 手術室 R2.11.17

心電計 1 日本光電工業（株） cardiofaxV 1,650,000 ５階東病棟 R2.12.23

汎用超音波画像診断装置 1
ＧＥヘルスケア・ジャ
パン（株）

Ｖivid E95 Ultra
Edition

21,120,000 臨床検査科 R2.12.23

ＮＢＣ災害・テロ対策設備物品 16
（株）ノルメカエイシ
アほか

ＥＸＵ05-15　ほか 16,651,910 災害対策室 R3.2.19

回診用Ｘ線撮影システム 2 （株）島津製作所
Ｍｏｂｉ ｌｅＤａＲｔ　Ｅｖｏｌｕｔ
ｉｏｎ　ＭＸ8

64,350,000 放射線技術科 R3.2.26

全身用Ｘ線ＣＴ診断装置 1
ＧＥヘルスケア・ジャ
パン（株）

Ｒｅｖｏｌｕｔｉｏｎ　Ｍａｘｉｍａ
64列128ｽﾗｲｽＣＴ

60,500,000 放射線技術科 R3.2.26

超音波画像診断装置Ｖｅｎｕｅ

Ｇｏ　Ｒ2.5
1

ＧＥヘルスケア・ジャ

パン（株）
Ｖｅｎｕｅ　Ｇｏ　Ｒ2.5 4,620,000 救急科 R2.12.23

超音波画像診断装置Ｘａｒｉｏ

100Ｇ
1

キャノンメディカルシ

ステムズ（株）

Ｘａｒｉｏ　100Ｇ　ＣＵＳ-Ｘ

100Ｇ/JA
4,378,000 ５階東病棟 R3.2.4

人工呼吸器 6 日本光電工業（株） ＨＡＭＩＬＴＯＮ-Ｃ1 16,500,000 ５階東病棟 R3.2.26

新生児モニタ 2 日本光電工業（株）
ＷＥＰ-1450、ＰＶＭ-

4763
2,860,000 ４階西病棟 R3.2.26

分娩監視装置 1 トーイツ（株） ＭＴ-610（Ｗ） 1,507,000 ４階東病棟 R3.2.25

シャワー入浴装置 1
エア・ウォーター
（株）

ＮＳ5000 4,180,000
６階機械浴室

（看護部）
R3.3.18

歯科ユニット 1 長田電機工業（株）
オパルコンフォート
ＯＰＬ2.1-1211

5,701,300 歯科口腔外科 R3.2.23

ＬＤＲ分娩台 1
タカラベルモント
（株）

ＤＧ-820ＹＪＣＮ13 2,854,500
４階東病棟

（産婦人科）
R3.3.8

パントモ撮影装置 1 （株）モリタ
ベラビューエポックス
Ｘ700-2Ｄ　ＣＰ

10,450,000 放射線技術科 R3.3.1

気管支鏡 1 オリンパス（株）
ｴｱｳｪｲﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾓﾊﾞｲﾙ
ｽｺｰﾌﾟＭＡＦ-ＤＭ2

1,421,200
手術室

（麻酔科）
R3.3.16

全自動洗濯脱水機 1 （株）アサヒ製作所 ＷＥＲ-25ＳＡ 1,645,600
洗濯室

（感染制御室）
R3.3.28

汎用超音波画像診断装置 1
ＧＥヘルスケア・ジャ
パン（株）

Ｖｏｌｕｓｏｎ　Ｐ８　ＢＴ18 3,355,000 産婦人科 R3.3.15

汎用超音波画像診断装置 1
ＧＥヘルスケア・ジャ
パン（株）

Ｖivid Ｓ60Ｎ Ultra
Edition

8,250,000 小児科 R3.3.19

スチームコンベクションオーブ
ン

1
（株）ラショナル・ジャ
パン

iCombi Classic  20-
1/1G LM200FG ガス式

2,560,140 栄養科 R3.3.31

メーカー・規格
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１０億９,５４４万９千円（１４.０％）の増加となっている。 

  ア 固定資産は、５８億１,０１３万７千円で前年度５８億５,２６７万円と比

べ、４,２５３万３千円（０.７％）の減少となっている。 

(ｱ) 有形固定資産は、５７億２,７７５万７千円で前年度５７億７,０５８万

９千円と比べ、４,２８３万１千円（０.７％）の減少となっている。 

内訳は、立木が、３,４９８万６千円で前年度と同額である。建物は、１

２３億７,５０６万８千円で前年度１２２億６,０７０万１千円と比べ、１

億１,４３６万６千円（０.９％）の増加となっている。構築物は、１億１,

３２５万８千円で前年度と同額である。器械備品は、４０億６,１４３万

２千円で前年度３８億１,３２５万２千円と比べ、２億４,８１７万９千円

（６.５％）の増加、リース資産は、１２億３,００１万１千円で前年度１

１億８,２１４万２千円と比べ、４,７８６万９千円（４.０％）の増加と

なっている。なお、償却資産は、減価償却を行っている。 

   (ｲ) 無形固定資産は、１０万２千円で前年度と同額である。 

  イ 流動資産は、３１億１５７万２千円で前年度１９億６,３５９万円と比べ、

１１億３,７９８万２千円（５８.０％）の増加となっている。 

   (ｱ) 現金預金は、１９億３,０４５万７千円で前年度７億６１２万７千円と比

べ、１２億２,４３３万円（１７３.４％）の増加となっている。 

   (ｲ) 未収金は、１１億１,８００万８千円で前年度１２億８７０万８千円と比

べ、９,０７０万円（７.５％）の減少となっている。 

   (ｳ) 貯蔵品は、４,８１７万５千円で前年度４,３６４万８千円と比べ、４５

２万７千円（１０.４％）の増加となっている。 

   (ｴ) その他流動資産は、４９３万３千円で前年度５１０万７千円と比べ、１

７万４千円（３.４％）の減少となっている。 

ウ 繰延勘定は、０円で前年度と同一である。 

 

⑵  負債総額は、８６億５,１０７万７千円で前年度８４億１,５８３万４千円と

比べ、２億３,５２４万２千円（２.８％）の増加となっている。 

  ア 固定負債は、６２億５,０７４万２千円で前年度６５億４,１７２万６千円

と比べ２億９,０９８万４千円（４.４％）の減少となっている。 

(ｱ) 企業債は、４８億２４４万円で前年度５２億１５６万７千円と比べ、３

億９,９１２万７千円（７.７％）の減少となっている。 

(ｲ) 他会計借入金は、４，６０１万５千円で前年度９,１８９万１千円と比べ、

４,５８７万７千円（４９.９％）の減少となっている。 
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（ｳ）リース債務は、６億２,２９５万６千円で前年度７億８,９１２万７千円

と比べ、１億６,６１７万円（２１.１％）の減少となっている。 

(ｴ) 退職給付引当金は、７億５,３３７万７千円で前年度４億５２８万９千円

と比べ、３億４,８０８万８千円（８５.９％）の増加となっている。 

(ｵ) 修繕引当金は、２,５９５万４千円で前年度５,３８５万１千円と比べ、

２,７８９万７千円（５１.８％）の減少となっている。 

  イ 流動負債は、１８億５,３３６万３千円で前年度１５億６,９３８万２千円

と比べ、２億８,３９８万１千円（１８.１％）の増加となっている。 

(ｱ) 企業債は、５億３,８１２万７千円で前年度５億１,７５３万円と比べ、

２,０５９万７千円（４.０％）の増加となっている。 

   (ｲ) 他会計借入金は、４,５８７万７千円で前年度４,５７４万円と比べ、１

３万７千円（０.３％）の増加となっている。 

(ｳ) リース債務は、２億１,０２９万円で前年度１億９,９９３万４千円と比

べ、１,０３５万６千円（５.２％）の増加となっている。 

(ｴ) 未払金は、７億６,０６４万９千円で前年度５億４,９１２万円と比べ、

２億１,１５２万９千円（３８.５％）の増加となっている。 

 (ｵ) 前受金は、４９３万３千円で前年度４７６万３千円と比べ、１７万円（３.

６％）の増加となっている。 

      (ｶ) 賞与引当金は、２億９,２１８万９千円で前年度２億５,１０６万７千円

と比べ、４,１１２万２千円（１６.４％）の増加となっている。 

      (ｷ) その他流動負債は、１２９万８千円で前年度１２２万８千円と比べ、   

７万円（５.７％）の増加となっている。 

⑶  資本総額は、２億６,０６３万２千円で前年度△５億９,９５７万５千円と比

べ、８億６,０２０万７千円（１４３.５％）の増加となっている。 

  ア 資本金は、８０億７,４３３万９千円で前年度７７億６,９３３万９千円と

比べ、３億５００万円（３.９％）の増加となっている。 

 

  イ 剰余金は、△７８億１,３７０万７千円で前年度△８３億６,８９１万４千

円と比べ、５億５,５２０万７千円（６.６％）の増加となっている。 

(ｱ) 資本剰余金は、５,５１９万５千円で前年度５,３７１万２千円と比べ、

１４８万４千円（２.８％）の増加となっている。 

   (ｲ) 欠損金は、７８億６,８９０万２千円で前年度８４億２,２６２万６千円

と比べ、５億５,３７２万３千円（６.６％）の減少となっている。 
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表13 

比 較 貸 借 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借 方

増 減 額 比率

5,810,136,555 65.2 △ 42,533,098 △ 0.7 5,852,669,653 74.9 16.1 5,041,575,735 72.6

5,727,757,291 64.3 △ 42,831,405 △ 0.7 5,770,588,696 73.8 16.4 4,958,465,632 71.4

土 地 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

立 木 34,986,000 0.4 0 0.0 34,986,000 0.4 0.0 34,986,000 0.5

資 建 物 12,375,067,748 138.9 114,366,340 0.9 12,260,701,408 156.9 0.6 12,186,291,828 175.6

構 築 物 113,258,350 1.3 0 0.0 113,258,350 1.4 0.0 113,258,350 1.6

器械備品 4,061,431,696 45.6 248,179,352 6.5 3,813,252,344 48.8 1.7 3,748,774,491 54.0

リース資産 1,230,010,575 13.8 47,868,828 4.0 1,182,141,747 15.1 573.5 175,524,108 2.5

産
減 価 償 却

累 計 額 12,086,997,078 △ 135.6 453,245,925 3.9 11,633,751,153 △ 148.8 3.0 11,300,369,145 △ 162.8

101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

電 話 加 入権 101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

82,277,756 0.9 298,307 0.4 81,979,449 1.0 △ 1.2 83,008,595 1.2

の 長 期 貸 付金 27,082,373 0.3 △ 1,185,528 △ 4.2 28,267,901 0.4 △ 4.2 29,492,413 0.4

基 金 55,195,383 0.6 1,483,835 2.8 53,711,548 0.7 0.4 53,516,182 0.8

3,101,572,269 34.8 1,137,982,348 58.0 1,963,589,921 25.1 3.4 1,898,794,422 27.4

1,930,456,848 21.7 1,224,329,767 173.4 706,127,081 9.0 △ 2.3 722,599,391 10.4

部 1,118,007,956 12.5 △ 90,699,852 △ 7.5 1,208,707,808 15.5 6.0 1,140,370,018 16.4

48,174,901 0.5 4,526,833 10.4 43,648,068 0.6 38.4 31,527,449 0.5

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

4,932,564 0.1 △ 174,400 △ 3.4 5,106,964 0.1 18.8 4,297,564 0.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

8,911,708,824 100.0 1,095,449,250 14.0 7,816,259,574 100.0 12.6 6,940,370,157 100.0

固 定 資 産

有 形 固定 資産

無 形 固定 資産

前 払 金

令和２年度

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

科 目

金 額

保 管 有価 証券

その他 流動 資産

繰 延 勘 定

新 病 院建 設費

資 産 合 計

投 資

流 動 資 産

金 額 構成比
対前年度

比率
金 額

令和元年度 平成３０年度

構成比構成比
対 前 年 度
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対 照 表 
                         （単位：円：％） 

貸 方

増 減 額 比率

6,250,741,821 70.1 △ 290,983,886 △ 4.4 6,541,725,707 83.7 6.4 6,148,719,435 88.6

4,802,439,897 53.9 △ 399,127,393 △ 7.7 5,201,567,290 66.5 △ 6.6 5,572,097,329 80.3

46,014,517 0.5 △ 45,876,886 △ 49.9 91,891,403 1.2 △ 33.2 137,631,070 2.0

622,956,314 7.0 △ 166,170,300 △ 21.1 789,126,614 10.1 1,982.0 37,903,092 0.5

753,377,375 8.5 348,088,130 85.9 405,289,245 5.2 16.7 347,236,789 5.0

負 25,953,718 0.3 △ 27,897,437 △ 51.8 53,851,155 0.7 0.0 53,851,155 0.8

1,853,363,315 20.8 283,981,465 18.1 1,569,381,850 20.1 17.1 1,340,284,750 19.3

債 538,127,393 6.0 20,597,354 4.0 517,530,039 6.6 3.6 499,745,035 7.2

45,876,886 0.5 137,219 0.3 45,739,667 0.6 0.3 45,602,859 0.7

の 210,289,842 2.4 10,356,132 5.2 199,933,710 2.6 812.1 21,919,536 0.3

760,649,194 8.5 211,528,760 38.5 549,120,434 7.0 6.0 518,143,320 7.5

部 4,933,000 0.1 170,000 3.6 4,763,000 0.1 △ 12.0 5,413,000 0.1

292,189,000 3.3 41,122,000 16.4 251,067,000 3.2 1.2 248,149,000 3.6

1,298,000 0.0 70,000 5.7 1,228,000 0.0 △ 6.4 1,312,000 0.0

546,971,495 6.1 242,244,697 79.5 304,726,798 3.9 2.0 298,877,528 4.3

546,971,495 6.1 242,244,697 79.5 304,726,798 3.9 2.0 298,877,528 4.3

8,651,076,631 97.1 235,242,276 2.8 8,415,834,355 107.7 8.1 7,787,881,713 112.2

8,074,339,211 90.6 305,000,000 3.9 7,769,339,211 99.4 0.6 7,719,339,211 111.2

8,074,339,211 90.6 305,000,000 3.9 7,769,339,211 99.4 0.6 7,719,339,211 111.2

資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

本 △ 7,813,707,018 △ 87.7 555,206,974 △ 6.6 △ 8,368,913,992 △ 107.1 △ 2.3 △ 8,566,850,767 △ 123.4

55,195,383 0.6 1,483,835 2.8 53,711,548 0.7 0.4 53,516,182 0.8

の 国 庫 補 助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

都補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

部
他 会 計

補 助 金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

寄 附 金 54,904,974 0.6 1,482,429 2.8 53,422,545 0.7 0.4 53,232,545 0.8

基 金 積 立金

利 息 290,409 0.1 1,406 0.5 289,003 0.0 1.9 283,637 0.0

そ の 他

資 本 剰 余金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

7,868,902,401 △ 88.3 △ 553,723,139 △ 6.6 8,422,625,540 △ 107.8 △ 2.3 8,620,366,949 △ 124.2

当 年 度 未

処 理 欠 損金 7,868,902,401 △ 88.3 △ 553,723,139 △ 6.6 8,422,625,540 △ 107.8 △ 2.3 8,620,366,949 △ 124.2

260,632,193 2.9 860,206,974 △ 143.5 △ 599,574,781 △ 7.7 △ 29.3 △ 847,511,556 △ 12.2

8,911,708,824 100.0 1,095,449,250 14.0 7,816,259,574 100.0 12.6 6,940,370,157 100.0

剰 余 金

欠 損 金

前 受 金

退 職 給 付

引 当 金

他会計借入金

リース債務

繰 延 収 益

長期前受金

賞与引当金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

固 定 負 債

企 業 債

その他 流動 負債

資本剰余金

令和２年度

流 動 負 債

企 業 債

他会計借入金

リース債務

修繕引当金

令和元年度 平成３０年度

負 債 合 計

資 本 金

自己資本金

借入資本金

未 払 金

科 目

金 額 構成比金 額 構成比
対 前 年 度

金 額 構成比
対前年度

比率
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第３ 意見・要望等   
 

 令和２年度は、急性期３００床２次救急病院として維持・継続するために「新公

立病院改革プラン」に基づき取り組みが進められたが、新型コロナウイルスの感染

が拡大するにつれ、感染防止策や患者受入れの対策を講じることが中心となった。 

令和３年度に地方公営企業法の全部適用に移行するための準備に着手していたが、

新型コロナウイルスの影響により当面延期となった。 

新型コロナウイルス対策として、国及び都の補助金を活用し医療機器の購入及び

発熱外来棟プレハブを設置し、病棟内にコロナ専用病床を確保し、東京都新型コロ

ナウイルス入院重点医療機関の登録を行った。 

こうした状況下であっても、公立病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗

塞、糖尿病、精神疾患）５事業等（救急、災害、周産期、小児、高齢化による医療

ニーズへの対応）に取り組み、地域の医師会、回復期・療養型病院、介護施設等と

の連携を進め、地域包括ケアシステムにおける急性期病院としての役割を果たすこ

とに努めた。 

 病院利用状況は、入院患者数６万７,７２６人で、前年度比２２.３％減少した。

病床利用率は６１.９％で、前年度比１７.５ポイント減少した。外来患者数は１７

万６５７人で、前年度比１１.５％減少した。 

 救急車受入件数は２,２４４件で、前年度比３６.４％減少した。紹介率は 

５０.９％で、前年度比１.８ポイント増加した。また、逆紹介率も７１.６％で、前

年度比７.７ポイント増加した。 

 収益的収入及び支出の状況は、病院事業収益が９２億７,９１６万９千円で、前年

度比８.１％増加した。うち医業収益は６０億８５５万５千円で、前年度比 

１３.５％減少した。医業収益のうち、入院収益は３８億５,７７３万３千円で、前

年度比１６.３％減少した。外来収益は１９億６,７７２万５千円で、前年度比 

７.８％減少した。医業収益減少の理由としては、入院収益は、1 人当たり単価が前

年度比４,０４９円（税抜き）増加したものの、病床利用率が１７.５ポイント減少

し、入院患者数が前年度比２２.３％(１９,４２５人)減少し、外来収益も、１人当

たり単価が前年度比４８２円（税抜き）増加したものの、延患者数が前年度比 
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１１.５％（２２,２５１人）減少したことによるものである。 

 病院事業費用は８７億２,５４４万６千円で、前年度比４.１％増加した。うち医

業費用は８１億９,１８３万５千円で、前年度比０.２％減少した。主な医業費用の

増減内訳は、給与費が０.２％の減少、材料費が５.６％の減少、経費が１.２％の減

少、減価償却費が２７.７％の増加、資産減耗費が４９.６％の増加となっている。 

 資本的収入及び支出の状況では、資本的収入が７億９,６２１万１千円で、前年度

比１５９.９％増加した。主な増減内訳は、都補助金が１８７.０％の増加、出資金

が５１０.０％の増加、企業債が５.４％の減少となっている。 

 資本的支出は１２億１,６０６万７千円で前年度比４３.３％増加した。主な増減

内訳は、建設改良費が１１５.１％の増加、企業債償還金が３.６％の増加、他会計

からの長期借入金償還金が０.３％の増加となっている。 

 令和２年度の市立病院の経営成績は、純利益額５億５,３７２万３千円となり、前

年度純利益額１億９,７７４万１千円と比較すると３億５ ,５９８万２千円 

（１８０.０％）増加した。しかし、当年度未処理欠損金は７８億６,８９０万２千

円となっている。 

純利益額が増加した主な理由は、医業収益が減少した一方で、それ以上に医業外

収益である国庫補助金及び都補助金が増加したことによるものである。 

なお、一般会計からの繰入金額は１２億１,４３９万６千円で前年度１０億円と比

較すると２億１,４３９万６千円（２１.４％）増加した。 

また、単年度の現金ベースでの収支では、５億２,７８２万５千円の黒字となり、

前年度より４億８,９７８万９千円増加した。 

 

 主な経営指標から新公立病院改革プランの目標数値との比較をすると、経常収支

比率は１１１.５％で、前年度比９.１ポイントの増加で、目標値１０２.４％と比べ

ると９.１ポイント上回った。 

 医業収支比率は８１.３％で、前年度比１１.５ポイントの減少で、目標値 

９４.２％と比べると１２.９ポイント下回った。 

 給与費対医業収益比率は７０.３％で、前年度比２１.１ポイントの増加で、目標

値４５.６％と比べると２４.７ポイント上回った。 
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 材料費対医業収益比率は２２.３％で、前年度比１.５ポイントの増加で、目標値

２２.３％と同一である。 

 病床利用率は６１.９％で、前年度比１７.５ポイントの減少で、目標値８５.０％

と比べると２３.１ポイント下回った。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、公立病院の経営状況はこれまで以上に

極めて厳しい状況に置かれているが、地域の中核病院として、引き続き経営改善に

取り組んでいただきたい。 

公立病院としてその役割を果たしていくため、職員一丸となって良質な医療を継

続して提供できる体制を構築し、市民に信頼され選ばれる自立した病院として発展

していくことを期待している。そのためには、病院の運営体制の強化とあわせ、内

部統制が有効に機能する体制整備の取り組みに努められたい。 

 

令和２年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

１ 経営指標の改善に向けて    

  事業収益は、入院・外来ともに診療単価は増加したものの、入院・外来患者数

ともに減少した結果減少したが、国及び都の補助金が大幅に増加したことにより

前年度比８.１％増加した。事業費用は給与費や材料費、経費などの固定費は減少

したものの、減価償却費や資産減耗費が増加したこと等により前年度比４.１％増

加した。その結果、令和２年度は純利益額５億５,３７２万３千円となった。しか

し、依然として当年度未処理欠損金は７８億６,８９０万２千円となっている。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響から国及び都の補助金が増加

したことにより黒字となっており一時的なものといえる。一方で、市は令和２年

２月に財政非常事態宣言を出し、非常に厳しい財政状況にあることから、未処理

欠損金を考慮しても、一般会計からの負担金の削減を検討されたい。 

今後も収益の向上と支出の抑制による経営努力を図り、収支バランスの向上を

図られたい。 

令和２年度までの計画期間となっている新公立病院改革プランについては、国
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からのガイドラインが示されるのを待って次期計画を策定するとのことであるが、

病院の将来像を見据えつつプラン策定にあたっていただき、一層の努力を望みた

い。 

 

２ 地域医療連携の一層の推進について 

  急性期、中核病院としての役割を果たしていくため、地域のかかりつけ医との

連携に力を入れており、そのことは前年度に引き続き紹介率、逆紹介率の向上と

して結果に現れている。令和３年度の地域医療支援病院承認に向けた確実な手続

きを行っていただき、一層の推進に期待する。 

今後は、大幅に減少した救急車受入件数の回復を含め地域との連携を密にして、

市民に選ばれ信頼される公立病院としてその役割を果たしていくことを期待した

い。 

 

 

 

□注  主な経営指標については、新公立病院改革プランの目標数値と比較するため、

総務省の地方公営企業決算状況調査の基準に基づき算定したものを使用。 

このため、決算数値とは異なる。 

 

□注  紹介率、逆紹介率については、地域医療支援病院の承認要件である計算式に変

更したため、令和元年度の決算から数値が変更となっている。 
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参 考 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 等 の 推 移 
（単位：円：％） 

6,008,554,880 6,950,322,505 7,093,446,560 △ 941,767,625 △ 13.5

3,857,732,718 4,611,396,170 4,531,869,094 △ 753,663,452 △ 16.3

1,967,724,513 2,133,830,966 2,332,810,140 △ 166,106,453 △ 7.8

183,097,649 205,095,369 228,767,326 △ 21,997,720 △ 10.7

負担金
交付金

879,396,000 900,000,000 900,000,000 △ 20,604,000 △ 2.3

補助金 30,000,000 50,000,000 50,000,000 △ 20,000,000 △ 40.0

30,662,000 3,404,000 3,591,235 27,258,000 800.8

2,033,133,020 394,027,000 379,557,000 1,639,106,020 416.0

2,973,191,020 1,347,431,000 1,333,148,235 1,625,760,020 120.7

8,191,834,895 8,207,023,443 8,358,527,555 △ 15,188,548 △ 0.2

4,541,664,029 4,551,302,292 4,458,942,713 △ 9,638,263 △ 0.2

一般会計
繰 入 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

合 計

          年    度

  内    訳
令和２年度 令和元年度 平成３０年度

増減額

職 員 給 与 費

その他医業収益

繰
入
金

医 業 費 用

比率

対 前 年 度

医 業 収 益

内
　
訳

入 院 収 益

外 来 収 益
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令和２年度日野市下水道事業会計決算 

審 査 意 見 書 

 
 

第１ 審査の概要 
 

 １ 審査の種類 

   地方公営企業法第３０条第２項の規定による審査 

 

 

２ 審査の対象 

   令和２年度日野市下水道事業会計決算 

 

 

 ３ 審査の期間 

   令和３年６月１８日から令和３年８月３日まで 

 

 

 ４ 審査の着眼点及び実施内容 

   この審査にあたっては、市長から審査に付された決算関係書類が、公営企業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、諸会

計帳票及び証書類との照合等、通常実施すべき手続きにより審査した。 

   なお、事業が経済性及び公共性の特質を生かしているかどうかを主眼として

考察した。 

本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 
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第２ 審査の結果 
 

１ 決算諸表について 

  審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、

下水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

  なお、下水道事業会計は令和２年度より公営企業会計に移行している。 

 

２ 業務状況について 

  下水道事業の業務状況については、表１に示すとおりである。 

当年度末における処理区域内人口は１７９,６４１人、水洗便所設置済人口は、 

１７６,５０１人で、前年度に比べ処理区域内人口が４９１人（０.３％）、水洗便

所設置済人口が２８５人（０.２％）の増加となっている。 

また、年間総処理水量は２０,７２４,３９７㎥で、前年度に比べ６６,１１０㎥

（０.３％）増加し、年間有収水量は１７,９７８,９８８㎥で、前年度に比べ６６

３,３２９㎥（３.８％）、有収率は８６.７５％で、前年度に比べ２.９３ポイント

の増加となっている。  

  

表１

増減 比率(％)

年度末行政区域内人口（A） 人 187,048 186,731 317 0.2

人 179,641 179,150 491 0.3

％ 96.04 95.94 0.10 ―

人 176,501 176,216 285 0.2

％ 98.25 98.36 △ 0.11 ―

ha 2,397 2,397 0 0.0

ha 2,258 2,256 2 0.1

㎥ 20,724,397 20,658,287 66,110 0.3

㎥ 56,779 56,598 181 0.3

年間有収水量(E) ㎥ 17,978,988 17,315,659 663,329 3.8

一日平均有収水量 ㎥ 49,258 47,440 1,818 3.8

％ 86.75 83.82 2.93 ―

※

※

業務状況表　　　

年度末処理区域内人口（B）

普及率(B/A)

年度末水洗便所設置済人口（C）

令和元年度
対前年度

単位区分

「有収率」は、処理水量のうち収益につながった水量の割合を示し、率が高いほど良いとされている。

「有収水量」は、年間総処理水量のうち下水道使用料徴収対象となる水量

有収率(E/D) 

令和２年度

水洗化率(C/B)

年間総処理水量(D)

全体計画面積

処理区域面積

一日平均処理水量
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３ 経営状況について 

 ⑴ 収益的収入及び支出について 

  ア 下水道事業収益は、表２に示すとおりである。 

   ◎下水道事業収益は、３７億２,８８５万５千円となっている。 

   〇営業収益は、２２億３３３万２千円となっている。 

   ・内訳は、下水道使用料が２０億３,５１６万７千円で全体に占める割合が 

５４.６％、他会計負担金は１億６,７１０万３千円で全体に占める割合は 

４.５％、その他営業収益は１０６万３千円となっている。 

   〇営業外収益は、１５億２,５５２万３千円となっている。 

・内訳は、他会計補助金が６億２,３７３万９千円で全体に占める割合が 

１６．７％、国庫委託金は２０万９千円、長期前受金戻入は９億１５２万 

３千円で全体に占める割合が２４.２％、その他営業外収益は５万２千円 

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２

3,728,854,830 100.0 ― ― ― ―

2,203,332,230 59.1 ― ― ― ―

下 水 道 使 用 料 2,035,166,520 54.6 ― ― ― ―

他 会 計 負 担 金 167,103,000 4.5 ― ― ― ―

そ の 他
営 業 収 益

1,062,710 0.0 ― ― ― ―

1,525,522,600 40.9 ― ― ― ―

他 会 計 補 助 金 623,739,000 16.7 ― ― ― ―

国 庫 委 託 金 209,100 0.0 ― ― ― ―

長期前受金戻入 901,523,000 24.2 ― ― ― ―

そ の 他
営 業 外 収 益

51,500 0.0 ― ― ― ―

営 業 収 益

営 業 外 収 益

下 水 道 事 業 収 益

下水道事業収益年度比較表　　　

令和２年度 令和元年度

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

（税抜）（単位：円：％）

構成比 構成比
増 減 額
(A)－(B)

比率

対 前 年 度             区  分

  科  目
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イ 下水道事業費用は、表３に示すとおりである。 

◎下水道事業費用は、３５億６,３２４万４千円となっている。 

 〇営業費用は、３１億７,０２６万４千円となっている。 

・ 内訳は、管渠管理経費が８億７,７９３万８千円で全体に占める割合は２

４.６％、総係費は２億５,４６８万３千円で全体に占める割合は７.１％、

減価償却費は２０億３,７６４万３千円で全体に占める割合は５７.２％

となっている。 

   〇営業外費用は、支払利息及び企業債取扱諸費が３億４,８９５万４千円で全

体に占める割合は９.８％となっている。 

 〇特別損失は、その他特別損失が４,４０２万５千円で全体に占める割合は

１.２％となっている。 

 

表３

3,563,243,716 100.0 ― ― ― ―

3,170,264,042 89.0 ― ― ― ―

管 渠 管 理 経 費 877,937,537 24.6 ― ― ― ―

総 係 費 254,683,224 7.1 ― ― ― ―

減 価 償 却 費 2,037,643,281 57.2 ― ― ― ―

348,954,392 9.8 ― ― ― ―

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

348,954,392 9.8 ― ― ― ―

44,025,282 1.2 ― ― ― ―

そ の 他 特 別 損 失 44,025,282 1.2 ― ― ― ―

特 別 損 失

　　　　　　　　　　　下水道事業費用年度比較表

令和２年度 令和元年度

（税抜）（単位：円：％）

比率

対 前 年 度

増 減 額
(A)－(B)

構成比

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

             区  分

  科  目 構成比
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⑵ 経営成績について 

 ア 損益計算書は、表４に示すとおりである。 

・営業損失は９億６,６９３万２千円で、営業外利益は１１億７,６５６万８千

円となっており、その結果、経常利益は２億９６３万６千円となっている。 

・当年度純利益は、１億６,５６１万１千円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４

（税抜）（単位：円：％）

平成３０年度

対前年度

増 減 額 比率 比率

2,203,332,230 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

下 水 道 使 用 料 2,035,166,520 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

他 会 計 負 担 金 167,103,000 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

そ の 他 営 業 収 益 1,062,710 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

3,170,264,042 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

管 渠 管 理 経 費 877,937,537 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

総 係 費 254,683,224 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

減 価 償 却 費 2,037,643,281 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

△ 966,931,812 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

1,525,522,600 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

他 会 計 補 助 金 623,739,000 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

国 庫 委 託 金 209,100 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

長 期 前 受 金 戻 入 901,523,000 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

そ の 他 営 業 外 収 益 51,500 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

348,954,392 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

支払利息及び企業債取扱諸費 348,954,392 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

1,176,568,208 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

209,636,396 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

0 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

44,025,282 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

44,025,282 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

△ 44,025,282 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

165,611,114 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

165,611,114 ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

その他未処分利益剰余金変 動額

　　　　　　比較損益計算書

金　　　額
対 前 年 度

金　　　額
科　　目

特 別 利 益 (H)

令和２年度

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 損 益 (J)=(H)-(I)

当 年 度 純 損 益 (K)=(G)+(J)

特 別 損 失 (I)

令和元年度

そ の 他 特 別 損 失

営 業 外 損 益 (F)=(D)-(E)

経 常 損 益 (G)=(C)+(F)

前 年 度 繰 越 利 益 余 剰 金

金　　　額

営 業 外 費 用 (E)

営 業 費 用 (B)

営 業 外 収 益 (D)

営 業 収 益 (A)

営 業 損 益 (C)=(A)-(B)
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  イ 下水道使用料の収納状況は、表５に示すとおりである。 

 

 

表５

（単位：円：％）

増減 増減率

2,454,222,491 2,277,639,180 176,583,311 7.8

2,238,683,066 2,260,038,195 △ 21,355,129 △ 0.9

215,539,425 17,600,985 197,938,440 1,124.6

2,354,684,140 2,061,605,697 293,078,443 14.2

2,144,197,615 2,047,161,595 97,036,020 4.7

210,486,525 14,444,102 196,042,423 1,357.2

95.9 90.5 5.4 ―

95.8 90.6 5.2 ―

97.7 82.1 15.6 ―

541,484 494,058 47,426 9.6

0 15,223 △ 15,223 △ 100.0

541,484 478,835 62,649 13.1

98,996,867 215,539,425 △ 116,542,558 △ 54.1

94,485,451 212,861,377 △ 118,375,926 △ 55.6

4,511,416 2,678,048 1,833,368 68.5

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

不能欠損額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

未収入額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

収入済額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

徴収率

　　　　　　　　　　　下水道使用料の収納状況

区分 令和２年度 令和元年度
対前年度

調定額
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下水道使用料の徴収業務については、「日野市公共下水道使用料徴収事務の事務

委託に関する規約」に基づき東京都水道局に委託して実施している。 

委託額については、表６のとおりである。 

 

 

表６

（単位：円：％）

増減額 比率

189,853,030 222,310,863 △ 32,457,833 △ 14.6

令和２年度 令和元年度
対前年度

東京都水道局への委託額

 

 

 

ウ 職員配置状況は、表７に示すとおりである。 

 

表７　　　　

区　　分 令和２年度 令和元年度 増　減

損 益 勘 定 支 弁 職 員 　6（0） ― ―

資 本 勘 定 支 弁 職 員 　4（0） ― ―

合　　計 10 (0) ― ―

職員配置状況年度末比較表

※（　）内は再任用短時間勤務職員（外書き）

(単位：人）

※損益勘定支弁職員は、経営や施設管理に関わる職員で、収益的収支から給料が支払われ、

　資本勘定支弁職員は、拡張事業を担当する職員で、資本的収支から給料が支払われる。  

  

当年度末の職員数は合計１０人となっている。勘定別にみると、損益勘定支弁 

職員が６人で、資本勘定支弁職員は４人となっている。 
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４ 資本的収入及び支出について 

⑴  資本的収支状況について 

  ア 資本的収支状況は、表８に示すとおりである。 

 ・資本的収入は、１１億３,８６２万６千円となっている。 

・資本的支出は、２４億８,２８５万８千円となっている。 

イ 資本的収入を項別にみると、次のとおりである。 

  ・企業債は３億４,４５０万円で全体に占める割合は３０.３％、出資金は 

   ６億１,６７４万１千円で全体に占める割合は５４.２％、補助金は１億７, 

７３８万５千円で全体に占める割合は１５.６％となっている。       

ウ 資本的支出を項別にみると、次のとおりである。 

   ・建設改良費は５億６,８１８万２千円で全体に占める割合は２２.９％、企

業債償還金は１９億６５７万９千円で全体に占める割合は７６.８％、固

定資産購入費は８０９万８千円で全体に占める割合は０.３％となってい

る。 

 

表８

決 算 額
(A)

構成比
決 算 額

(B)
構成比

増 減 額
(A)－(B)

比率

1,138,626,000 100.0 ― ― ― ―

企 業 債 344,500,000 30.3 ― ― ― ―

出 資 金 616,741,000 54.2 ― ― ― ―

補 助 金 177,385,000 15.6 ― ― ― ―

2,482,858,337 100.0 ― ― ― ―

建 設 改 良 費 568,181,788 22.9 ― ― ― ―

企 業 債 償 還 金 1,906,578,549 76.8 ― ― ― ―

固 定 資 産 購 入 費 8,098,000 0.3 ― ― ― ―

資本的収支状況年度比較表

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対 前 年 度            区  分

  科  目

(税抜)（単位:円:％）

令和元年度令和２年度
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エ 企業債の状況は、表９に示すとおりである。 

  

表９　　　 　　　　　　企業債の状況　

借入金 償還高

17,434,205,006 344,500,000 1,906,578,549 15,872,126,457

当年度末残高
当年度

（単位：円）

前年度末残高

 
 

 

(2) 建設改良事業の概況について 

  本年度の主な事業は、汚水管渠埋設工事が豊田南、万願寺第二、東町、西平山

の各土地区画整理事業施行地区内で実施され、三沢二丁目にて下水道施設管路更

生（R2－１）工事が実施された。また、雨水管渠埋設工事は旭が丘地区で東平山

排水区（公社 R2・3－1）工事を令和３年度までの２か年で実施中となっている。 
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５ 財政状況について 

  

下水道事業の財政状況は、表１０に示すとおりである。 

(1) 資産総額は、５８８億５,９０４万３千円となっている。 

 ア 固定資産は、５８５億２,５９６万８千円となっており、資産総額の９９.

４％を占めている。 

(ｱ) 有形固定資産は、５１５億２,９３７万４千円で資産総額の８７.５％と

なっている。内訳は、土地が１億６,８７９万７千円、構築物が５２９億７,

０８９万６千円、機械及び装置が１,３６４万４千円、工具器具及び備品が

９２４万８千円、建設仮勘定が８,７７２万１千円となっている。なお、償

却資産は、減価償却を行っている。 

(ｲ) 無形固定資産は、施設利用権が６９億９,６５９万４千円で資産総額の１

１.９％となっている。 

 イ 流動資産は、３億３,３０７万５千円となっており、資産総額の０.６％と

なっている。 

    (ｱ) 現金預金は、２億３,０３８万１千円となっており、資産総額の０.４％

となっている。 

    (ｲ) 未収金は、９,７８６万１千円となっており、資産総額の０．２％となっ 

ている。 

 (ｳ) その他貯蔵品は、４８３万４千円となっている。 

 

(2) 負債総額は、４３５億４,３８３万１千円となっており、負債資本合計の７

４.０％を占めている。 

  ア 固定負債は、企業債が１４１億５４７万９千円で負債資本合計の２４.０％

となっている。 

  イ 流動負債は、２１億２,２７７万４千円となっており、負債資本合計の３.

６％となっている。 

(ｱ) 企業債は、１７億６,６６４万７千円となっており、負債資本合計の３.

０％となっている。 

(ｲ) 未払金は、３億４,６７７万８千円となっており、負債資本合計の０.６％

となっている。 

 (ｳ) 引当金は、９３４万８千円となっており、内訳は、賞与引当金が７８６
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万３千円、法定福利費引当金が１４８万６千円となっている。 

    ウ  繰延収益は、２７３億１,５５７万８千円となっており、負債資本合計の

４６．４％となっている。 

(ｱ) 長期前受金は、２８２億１,７１０万１千円となっており、負債資本合計

の４７.９％となっている。 

(ｲ) 収益化累計額は、△９億１５２万３千円となっている。 

(3) 資本総額は、１５３億１,５２１万１千円となっており、負債資本合計の２

６.０％となっている。 

  ア 資本金は、自己資本金が１４９億８,０８０万３千円で負債資本合計の２５.

５％となっている。内訳は固定資本金が１４３億６,４０６万２千円、繰入資

本金が６億１,６７４万１千円となっている。 

  イ 剰余金は、３億３,４４０万８千円となっており負債資本合計の０.６％と

なっている。 

(ｱ) 資本剰余金は、１億６,８７９万７千円となっており、内訳は受贈財産評

価額が７,８１０万８千円、他会計補助金が９,０６８万９千円となってい

る。 

(ｲ) 利益剰余金は、当年度未処分利益剰余金が１億６,５６１万１千円となっ

ている。 
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表１０ 

借 方

増 減 額 比率

58,525,967,507 99.4 ― ― ― ― ― ― ―

51,529,373,539 87.5 ― ― ― ― ― ― ―

土 地 168,797,000 0.3 ― ― ― ― ― ― ―

構 築 物 52,970,896,118 90.0 ― ― ― ― ― ― ―

機 械 及 び

装 置
13,644,000 0.0 ― ― ― ― ― ― ―

工 具 器 具

及 び 備 品
9,248,000 0.0 ― ― ― ― ― ― ―

建設仮勘定 87,720,691 0.1 ― ― ― ― ― ― ―

減 価 償 却

累 計 額
△ 1,720,932,270 △ 2.9 ― ― ― ― ― ― ―

6,996,593,968 11.9 ― ― ― ― ― ― ―

施設利用権 6,996,593,968 11.9 ― ― ― ― ― ― ―

333,075,271 0.6 ― ― ― ― ― ― ―

230,380,615 0.4 ― ― ― ― ― ― ―

97,860,656 0.2 ― ― ― ― ― ― ―

4,834,000 0.0 ― ― ― ― ― ― ―

58,859,042,778 100.0 ― ― ― ― ― ― ―

構成比

固 定 資 産

有形固定資産

比　　較　　貸　　借　

科 目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

金 額

無形固定資産

資 産 合 計

構成比
対前年度

比率
金 額構成比

対 前 年 度
金 額

資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

その他貯蔵品
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貸 方

増 減 額 比率

14,105,479,127 24.0 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

14,105,479,127 24.0 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

2,122,774,250 3.6 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

1,766,647,330 3.0 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

346,778,446 0.6 ―
￣ ￣ ￣ ￣

― ―

9,348,474 0.0 ―
￣ ￣ ￣ ￣

― ―

賞与引当金 7,862,759 0.0 ―
￣ ￣ ￣ ￣

― ―

法定福利費

引 当 金
1,485,715 0.0 ―

￣ ￣ ￣ ￣
― ―

27,315,578,000 46.4 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

28,217,101,000 47.9 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

△ 901,523,000 △ 1.5 ―
￣

―
￣ ￣

― ―

43,543,831,377 74.0 ― ― ― ― ― ― ―

14,980,803,287 25.5 ― ― ― ― ― ― ―

14,980,803,287 25.5 ―
￣

―
￣

― ― ―

固定資本金 14,364,062,287 24.4 ―
￣

―
￣

― ― ―

繰入資本金 616,741,000 1.0 ―
￣

―
￣

― ― ―

334,408,114 0.6
￣ ￣

―
￣ ￣ ￣

―

168,797,000 0.3
￣ ￣

―
￣ ￣ ￣

―

受 贈 財 産

評 価 額
78,108,000 0.1

￣ ￣
―

￣ ￣
他 会 計

補 助 金
90,689,000 0.2

￣ ￣
―

￣ ￣
― ―

165,611,114 0.3
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

―

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 165,611,114 0.3
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

―

15,315,211,401 26.0
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ ￣

―

58,859,042,778 100.0 ― ￣ ― ― ― ― ―

　対　　照　　表 （単位：円：％）

科 目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

金 額 構成比
対 前 年 度

金 額

引 当 金

構成比
対前年度

比率
金 額 構成比

固 定 負 債

企 業 債

剰 余 金

長 期 前 受 金

収 益 化累 計額

自 己 資 本 金

企 業 債

未 払 金

負 債 資 本 合 計

負

　

　

債

　

　

の

　

　

部

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

資

　

　

本

　

　

の

　

　

部

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

 

 

 



－38－ 

６ 経営指標について 

下水道事業の経営の経済性、効率性、収益性などを評価する主な指標の状況は、

表１１に示すとおりである。 

 
表11

指　標 令和２年度 令和元年度 前年度比較

経 常 収 支 比 率 営業収益＋営業外収益

(％) 営業費用＋営業外費用

流 動 比 率 流動資産

(％) 流動負債

使 用 料 単 価       使用料収入

(円/㎥）       年間有収水量

汚 水 処 理 原 価      汚水処理費

(円/㎥）       年間有収水量

経 費 回 収 率 下水道使用料

(％) 汚水処理費

101.7 ― ―

×100 111.3 ― ―

×100 15.7 ― ―

113.2 ― ―

　　　　　主　な　経　営　指　標

算出式

×100 106.0 ― ―

  
※各指標について 

【経常収支比率】 

  当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理

費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、１００％以

上であれば、単年度の経常的な活動における収支が黒字であることを表してい

る。 

【流動比率】 

  短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、一般的に１００％を下回る

場合は、１年以内に現金化できる資産で１年以内に支払わなければならない負

債を賄えていないことを表している。 

【使用料単価】 

  年間有収水量１㎥当たりの下水道使用料収入であり、使用料の水準を示す指標

で、１㎥の汚水処理に対して徴収した料金（収益）を表している。 

【汚水処理原価】 

  年間有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維

持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標である。 

 【経費回収率】 

  使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表す指標であり、

１００％以上であれば、汚水処理に係る経費を全て使用料で賄えている状況を

表している。 
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第３ 意見・要望等   
 

 令和２年度は、下水道事業に地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計

へ移行した初年度の決算となる。 

営業収益が２２億３３３万２千円、営業費用が３１億７,０２６万４千円で、営業

損益は９億６，６９３万２千円の損失となり、営業外収益は１５億２,５５２万３千

円、営業外費用は３億４,８９５万４千円で、経常損益は２億９６３万６千円の利益

となった。これから特別損失４,４０２万５千円を差し引くと、当年度純利益額１億

６,５６１万１千円の黒字となっている。なお、特別損失には、地方公営企業会計移

行初年度のため法適用前期間に係る期末勤勉手当や消費税等が含まれる。 

当年度の主な工事としては、建設改良事業として、汚水管渠埋設工事が豊田南、

万願寺第二、東町、西平山の各土地区画整理事業施行地区内で実施され、三沢二丁

目にて下水道施設管路更生（R2－１）工事が実施された。また、雨水管渠埋設工事

は旭が丘地区で東平山排水区（公社 R2・3－1）工事を令和３年度までの２か年で実

施中となっている。 

なお、令和２年度末における汚水施設の人口に対する普及率は９６.０％、水洗化

率は９８.３％となっている。 

また、経営指標を見てみると、経常収益で経常費用をどの程度賄えているかを示

す経常収支比率は１０６.０％で黒字となり、経費回収率は１１１.３％で汚水処理

に係る経費が使用料で賄えている状況となっている。 

以上のように令和２年度の下水道事業会計決算は、純利益が計上された損益計算

書や、各経営指標が示す数値を参照する限りにおいて、下水道事業の経営は概ね健

全であるといえる。 

今後は、施設老朽化に伴う更新投資の増大及び人口減少による使用料収入の減少

が見込まれ、厳しい経営環境を迎えることが予測される。 

下水道施設の長寿命化や計画的な更新を目的として平成２９年度に策定したスト

ックマネジメント計画により、財政負担の平準化を見据えて、公営企業の理念に基

づき効率性、経済性を発揮して、計画的かつ着実な取り組みを進めていただきたい。 

また、今後は施設の更新に多額の資金を投じる必要が出てくることが予測される
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ため、基金を設けるなどして備える必要がある。 

令和２年度より地方公営企業法を一部適用し、公営企業会計へ移行したことを契

機に、財務諸表等の作成を通して経営状況を的確に把握し、コスト意識を持ちなが

ら、より効率的かつ効果的な事業運営と経営の安定化に向けた取り組みに努められ

るよう要望する。 

下水道事業は、生活環境の改善や公衆衛生の向上、河川等の水質保全、都市の健

全な発展等に欠くことのできない施設であり、市民生活を支える重要な都市基盤で

ある。市民が安全で快適な生活を送るため、適切な事業運営に努められたい。 

 

 

 


